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環 境 報 告

　あすか製薬株式会社は、「先端の創薬を通じて

人々の健康と明日の医療に貢献する」との経営理念

のもと、医薬品メーカーとして本業を通じて社会に

貢献するとともに、環境問題への取り組みを企業市

民の当然の使命と受け止め、すべての事業活動にお

いて環境保全と環境負荷の継続的低減に努めてき

ました。そのような中、ステークホルダーの皆さまに

対して、当社として初回となる「環境・社会報告書」

を発刊することができ大変うれしく思っております。

　地球環境問題に対する関心の高まりに応えて、当

社では「環境宣言」を公表し、かけがえのない自然の

豊かな恵みを健全な状態で次世代に引き継ぐため、

すべての企業活動を通じて、資源の有効利用と環境

2009年10月

あすか製薬株式会社
代表取締役社長

環境・社会報告書 2 0 0 9の
発刊をむかえて

の維持・向上に積極的に取り組んでいます。また、

2008年いわき工場において環境マネジメントシステ

ムの国際規格ISO14001の認証を取得しました。

　一方、企業内環境についても変化が求められ、

コーポレート・ガバナンスの確保やリスク管理、内部

統制など、企業の信頼性がさまざまな側面で問われ

る時代になっております。当社は1999年11月に「企

業行動憲章」を制定するとともに、組織体制・運用

手続の改訂を含め、2002年4月に「コンプライアン

ス・プログラム」を策定しました。2006年5月には、

会社の広範なリスクへの対応力を強化する観点から、

「内部統制システムの構築に関する基本方針」を決

議するとともに、グループ内でリスク管理に関する

情報の共有化や施策の充実を図ってまいりました。

また2009年度の事業活動の基本方針として「コンプ

ライアンスの徹底」「内部統制の推進」を挙げて活

動を推進しております。今後も、コーポレート・ガバ

ナンス強化のための体制づくりに努め、経営の効率

性、健全性および透明性を確保し、企業価値の継続

的な向上を実現していきたいと考えています。

　今回の発刊に際し、私たちは、様々なステークホ

ルダーの皆さまからこの環境・社会報告書に対する

ご意見をいただくことにより、よりいっそうCSR活動

を推進していきたいと考えております。皆さまの忌憚

のないご意見をいただければ幸いに存じます。

　2005年10月1日に、帝国臓器製薬とグレラン製薬が合併し

誕生したあすか製薬は、「先端の創薬を通じて、人々の健康と明

日の医療に貢献する」という経営理念に基づく事業展開によ

り、社会に貢献し信頼される会社となることを目指しています。

　今回初めて発行する「環境・社会報告書2009」では、当社グ

ループの事業活動における環境側面および社会的取り組みの

状況の他、企業行動憲章に基づくコンプライアンスやガバナン

スなどの取り組み状況についても報告しています。今後、活動

のレベルアップを図り、さらに充実したものとして発行を継続し

ていく予定です。

活動実績のデータ集計範囲は、2008年4月～2009年3月。活動

方針や計画などについては2009年度以降の内容を含みます。

報告対象組織

発行時期

本報告書の作成にあたっては環境省発行の「環境報告ガイ

ドライン（2007年版）」を参考にしています。

参考ガイドライン

〒108-8532 東京都港区芝浦2-5-1
TEL（03）5484-8366  FAX（03）5484-8351
URL ht tp: //www.aska-pharma.co.jp/

本報告書に関するお問い合わせ先
あすか製薬株式会社 法務広報部

（本社、川崎事業所・研究所、西東京事業所・研究所・工場、いわき工場）

◎株式会社あすか製薬メディカル

◎あすか製薬株式会社

編 集 方 針

社長メッセージ

1



c o n t e n t s

あ す か 製 薬  環 境・社 会 報 告 書 ２ ０ ０ ９

0 1

0 2

0 3

0 4

目次・編集方針　

社長メッセージ

事業概要

製品紹介・経営指標

0 5

0 7

あすか製薬の社会的責任

新薬開発型製薬企業を目指す

重点領域―生殖から更年期まで、
　　　　　女性のQOL向上へ貢献

あすか風土づくりへの取り組み

特 集

0 9

10

11

12

企業行動憲章　

コンプライアンス

コーポレート・ガバナンス

リスクマネジメント

経 営

13

15

17

19

2 1

2 2

研究開発

製品安定供給・品質管理

医療パートナーとしての
コミュニケーション

社会貢献活動

情報公開・ＩＲ

社員とのかかわり

社 会 性 報 告

2 4

2 5

2 6

2 7

2 8

2 9

3 0

3 1

3 2

3 3

3 4

環境マネジメント

環境基本理念・環境基本方針

環境目標・実績

環境教育・啓発

主要な環境パフォーマンス指標の推移

エネルギーと物質の流れ

地球温暖化防止

大気・水資源保護

化学物質管理

廃棄物削減・再資源化

オフィスにおける環境配慮

環 境 報 告

　あすか製薬株式会社は、「先端の創薬を通じて

人々の健康と明日の医療に貢献する」との経営理念

のもと、医薬品メーカーとして本業を通じて社会に

貢献するとともに、環境問題への取り組みを企業市

民の当然の使命と受け止め、すべての事業活動にお

いて環境保全と環境負荷の継続的低減に努めてき

ました。そのような中、ステークホルダーの皆さまに

対して、当社として初回となる「環境・社会報告書」

を発刊することができ大変うれしく思っております。

　地球環境問題に対する関心の高まりに応えて、当

社では「環境宣言」を公表し、かけがえのない自然の

豊かな恵みを健全な状態で次世代に引き継ぐため、

すべての企業活動を通じて、資源の有効利用と環境

2009年10月

あすか製薬株式会社
代表取締役社長

環境・社会報告書 2 0 0 9の
発刊をむかえて

の維持・向上に積極的に取り組んでいます。また、

2008年いわき工場において環境マネジメントシステ

ムの国際規格ISO14001の認証を取得しました。

　一方、企業内環境についても変化が求められ、

コーポレート・ガバナンスの確保やリスク管理、内部

統制など、企業の信頼性がさまざまな側面で問われ

る時代になっております。当社は1999年11月に「企

業行動憲章」を制定するとともに、組織体制・運用

手続の改訂を含め、2002年4月に「コンプライアン

ス・プログラム」を策定しました。2006年5月には、

会社の広範なリスクへの対応力を強化する観点から、

「内部統制システムの構築に関する基本方針」を決

議するとともに、グループ内でリスク管理に関する

情報の共有化や施策の充実を図ってまいりました。

また2009年度の事業活動の基本方針として「コンプ

ライアンスの徹底」「内部統制の推進」を挙げて活

動を推進しております。今後も、コーポレート・ガバ

ナンス強化のための体制づくりに努め、経営の効率

性、健全性および透明性を確保し、企業価値の継続

的な向上を実現していきたいと考えています。

　今回の発刊に際し、私たちは、様々なステークホ

ルダーの皆さまからこの環境・社会報告書に対する

ご意見をいただくことにより、よりいっそうCSR活動

を推進していきたいと考えております。皆さまの忌憚

のないご意見をいただければ幸いに存じます。

　2005年10月1日に、帝国臓器製薬とグレラン製薬が合併し

誕生したあすか製薬は、「先端の創薬を通じて、人々の健康と明

日の医療に貢献する」という経営理念に基づく事業展開によ

り、社会に貢献し信頼される会社となることを目指しています。

　今回初めて発行する「環境・社会報告書2009」では、当社グ

ループの事業活動における環境側面および社会的取り組みの

状況の他、企業行動憲章に基づくコンプライアンスやガバナン

スなどの取り組み状況についても報告しています。今後、活動

のレベルアップを図り、さらに充実したものとして発行を継続し

ていく予定です。

活動実績のデータ集計範囲は、2008年4月～2009年3月。活動

方針や計画などについては2009年度以降の内容を含みます。

報告対象組織

発行時期

本報告書の作成にあたっては環境省発行の「環境報告ガイ

ドライン（2007年版）」を参考にしています。

参考ガイドライン

〒108-8532 東京都港区芝浦2-5-1
TEL（03）5484-8366  FAX（03）5484-8351
URL ht tp: //www.aska-pharma.co.jp/

本報告書に関するお問い合わせ先
あすか製薬株式会社 法務広報部

（本社、川崎事業所・研究所、西東京事業所・研究所・工場、いわき工場）

◎株式会社あすか製薬メディカル

◎あすか製薬株式会社

編 集 方 針

社長メッセージ

2



事業概要 製品紹介

経営指標

■沿革 ■会社概要 ■ 医療用医薬品

あすか製薬株式会社 本社

あすか製薬株式会社
 A S K A  P h a r m a c e u t i c a l  C o . , L t d .

［社　　名］

［創　　立］

［設　　立］

大正9年（1920年）6月16日

昭和4年（1929年）6月28日

［資 本 金］1,197百万円

［社 員 数］1,028名（単体）

［事業内容］

［主要拠点］

医薬品、動物用医薬品、医薬部外品、
食品および医療機器等の製造・販売
ならびに輸出入

［代　　表］ 

［本　　社］ 

代表取締役社長 山口 隆
代表取締役専務取締役 山口 雅夫 

〒108 - 8532  
東京都港区芝浦二丁目5番1号

川崎事業所・研究所（神奈川県川崎市）、
西東京事業所・研究所・工場（東京都羽村市）、
いわき工場（福島県いわき市）、
札幌支店、東北支店、東京支店、
千葉・埼玉支店、横浜支店、北関東支店、
甲信越支店、名古屋支店、京都支店、
大阪支店、中国・四国支店、福岡支店 

（連結）

（単位：百万円）

（年度） （年度） （年度）

30,301

40,000

30,000

20,000

10,000

0

3,000

2,000

1,000

0

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

30,170
30,422

2006 2007 2008

◎売上高

（単位：百万円）

2,075 2,042

1,377

2006 2007 2008

◎経常利益

（単位：百万円）

2006 2007 2008

◎研究開発費

4,895
5,189

4,599

内科（消化器・循環器・甲状腺）、泌尿器科、耳鼻咽喉科、産婦人科領域に重点を置いた製品展開をしています。

自社開発品で、6員環を基本骨格と
するH2受容体拮抗剤です。

消化性潰瘍・胃炎治療剤
アルタットカプセル37.5・75

世界90カ国以上で発売され、
脂質代謝を総合的に改善します。

高脂血症治療剤
リピディルカプセル67・100

1964年より供給している国内唯一の
T4製剤甲状腺ホルモン剤です。

甲状腺機能低下症治療剤
チラーヂンS錠25・50・100

日本初のエストロゲンと
プロゲストーゲンの配合貼付剤です。

更年期障害治療剤
メノエイドコンビパッチ

低用量経口避妊薬で、1日1錠で高い
避妊効果が期待できます。

経口避妊剤
アンジュ21・28

自社開発品で、国内初の
経口アンチアンドロゲン剤です。

前立腺肥大症・前立腺癌治療剤
プロスタール錠25・L錠

副鼻腔炎に対し、ネブライザーを用い
た適応症を唯一有します。

セフェム系抗生物質製剤
ベストロン耳鼻科用１％

注射用血清性性腺刺激ホルモン剤 
動物用セロトロピン

■ 動物用医薬品

ライ麦の胎座から抽出した、
初めての植物プラセンタ製剤です。

美容健康食品
植物プラセンタＡＳＫＡ

■ 健康食品

新しい配合バランスで処方した、
小粒で薄く服用し易い錠剤です。

解熱鎮痛剤
グレラン・ビット

■ 一般用医薬品

主に雌豚の不妊症の治療に使用されています。

2005年10月1日 両社合併 「あすか製薬株式会社」発足

帝国臓器製薬株式会社西暦 グレラン製薬株式会社

1920

1929

1930

1936

1945

1950

1953

1964

1969

1980

1981

1986

1993

1999

2001

2005

創業者山口八十八が
「帝国社臓器薬研究所」を創立

創業者柳沢保太郎が
「柳沢薬品商会」を創立

法人に改組「グレラン
製薬株式会社」となる

西東京工場を
東京都羽村市に新設

グレランリサーチセンター
（開発研究所）を羽村市に新設

「リピディルカプセル」を
発売

法人に改組「株式会社
帝国社臓器薬研究所」となる

高津工場（現・川崎事業所）
を現・川崎市高津区に新設

社名を「帝国臓器製薬株式
会社」と改称

「パロチン」を発売

「チラーヂンS錠」を発売

いわき工場を
福島県いわき市に新設

「プロスタール錠25」を
発売

「アルタットカプセル75」を
発売

「アンジュ28」を発売

本社社屋を港区芝浦に竣工

更年期障害治療剤「メノエイドコンビパッチ」発売

いわき工場第3製剤棟竣工

合弁会社「あすかActavis製薬株式会社」設立

2009
2月

2009
3月

2009
4月

（年度）

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（単位：百万円）

969

3,513

600

2006 2007 2008

◎当期純利益

3



事業概要 製品紹介

経営指標

■沿革 ■会社概要 ■ 医療用医薬品
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するH2受容体拮抗剤です。

消化性潰瘍・胃炎治療剤
アルタットカプセル37.5・75

世界90カ国以上で発売され、
脂質代謝を総合的に改善します。

高脂血症治療剤
リピディルカプセル67・100

1964年より供給している国内唯一の
T4製剤甲状腺ホルモン剤です。

甲状腺機能低下症治療剤
チラーヂンS錠25・50・100

日本初のエストロゲンと
プロゲストーゲンの配合貼付剤です。

更年期障害治療剤
メノエイドコンビパッチ

低用量経口避妊薬で、1日1錠で高い
避妊効果が期待できます。

経口避妊剤
アンジュ21・28

自社開発品で、国内初の
経口アンチアンドロゲン剤です。

前立腺肥大症・前立腺癌治療剤
プロスタール錠25・L錠

副鼻腔炎に対し、ネブライザーを用い
た適応症を唯一有します。

セフェム系抗生物質製剤
ベストロン耳鼻科用１％

注射用血清性性腺刺激ホルモン剤 
動物用セロトロピン

■ 動物用医薬品

ライ麦の胎座から抽出した、
初めての植物プラセンタ製剤です。

美容健康食品
植物プラセンタＡＳＫＡ

■ 健康食品

新しい配合バランスで処方した、
小粒で薄く服用し易い錠剤です。

解熱鎮痛剤
グレラン・ビット

■ 一般用医薬品

主に雌豚の不妊症の治療に使用されています。

2005年10月1日 両社合併 「あすか製薬株式会社」発足

帝国臓器製薬株式会社西暦 グレラン製薬株式会社

1920

1929

1930

1936

1945

1950

1953

1964

1969

1980

1981

1986

1993

1999

2001

2005

創業者山口八十八が
「帝国社臓器薬研究所」を創立

創業者柳沢保太郎が
「柳沢薬品商会」を創立

法人に改組「グレラン
製薬株式会社」となる

西東京工場を
東京都羽村市に新設

グレランリサーチセンター
（開発研究所）を羽村市に新設

「リピディルカプセル」を
発売

法人に改組「株式会社
帝国社臓器薬研究所」となる

高津工場（現・川崎事業所）
を現・川崎市高津区に新設

社名を「帝国臓器製薬株式
会社」と改称

「パロチン」を発売

「チラーヂンS錠」を発売

いわき工場を
福島県いわき市に新設

「プロスタール錠25」を
発売

「アルタットカプセル75」を
発売

「アンジュ28」を発売

本社社屋を港区芝浦に竣工

更年期障害治療剤「メノエイドコンビパッチ」発売

いわき工場第3製剤棟竣工

合弁会社「あすかActavis製薬株式会社」設立

2009
2月

2009
3月

2009
4月

（年度）

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（単位：百万円）

969

3,513

600

2006 2007 2008

◎当期純利益
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あすか 製 薬 の 社 会 的責任

独自性を発揮する優れた新薬開発で、患者さまや医療現場から

求められる医薬品をお届けします。女性の健やかな明日を応援し続ける

スペシャリティ・ファーマとして、社会の信頼に応えます。

　製薬メーカーにとって創薬 研究を中心とした
研究開発は、生命線ともいえる事業プロセスです。
2005年10月1日に帝国臓器製薬とグレラン製
薬が合併し誕生したあすか製薬は、特定領域集中
型研究開発企業として持続的に成長・発展してい
くために両社の蓄積された技術と経験を融合し、
バランスのよい研究・開発体制を確立しています。
　当社はオリジナリティに富んだ多くの自社開発
品をラインアップしています。消化性潰瘍・胃炎
治療剤「アルタット」は、胃酸分泌抑制作用に加え、
粘液分泌亢進による胃粘膜保護作用という独特の
作用を併せ持った、ユニークな構造を有するH2ブ
ロッカー＊1です。また「プロスタール」は当社の
得意とするステロイドホルモン＊2 技術を生かした
前立腺肥大症・がん治療剤です。いずれも、当社の
創薬開発力の高さを示したものです。
　また、高脂血症治療剤の微粉化製剤「リピディ
ル」は、全世界で使用され、豊富な臨床成績を有し
ており、医療関係者の高い評価を受けています。さ
らに、甲状腺機能低下症治療剤「チラーヂン」、
経口避妊薬「アンジュ」、更年期治療剤「メノエイド
コンビパッチ」などのホルモン製品群を提供する
ことにより、甲状腺疾患および産婦人科の領域に
おいて高い存在感を示しています。
　当社の独自の研究開発により創出してきた医薬
品には、患者さまにとって必須治療薬となってい
るものが多くあります。今後もこうした医薬品を患
者さまに常に安定供給していくことで、医療に貢献
し、製薬会社としての社会的な責任を果たしてい
きます。

＊1 H2ブロッカー：胃壁細胞の表面にあるヒスタミンH2受容体と

　   体内物質ヒスタミンの結合を阻害して胃酸分泌を抑制する薬剤。

＊2 ステロイドホルモン：ステロイド骨格と呼ばれる構造を持った

   　ホルモンで、体内の様々な生理状態を調節する働きがある。

■ 新薬開発型製薬企業を目指す

研究開発

リピディル3次元構造

アルタット3次元構造
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v o i c e

　1920年の創立以来、産婦人科領域に重点的に取
り組んでいる当社は、現在まで多くの関連製品の提
供を通じて女性のＱＯＬ＊1の向上に貢献してきました。
今後もより一層の活動を進め、「産婦人科領域のリ
ーディングカンパニー」を目指すために２００８年10
月に「ウィメンズヘルスケア室」を新設しました。
　当室は、産婦人科領域のプロモーション活動にお
ける学術支援と資料の立案・作成、全国講演会、学
会などの支援、新製品の早期育成などを主な業務と
しています。
　当社は経営理念に基づき、
ウィメンズヘルスケア室を通
じて女性のリプロダクティ
ブ・ヘルス＊2とQOLの向上を
サポートしていきます。

　当社は、出産から更年期までの様々な産婦人科
領域の製品を取り揃えるとともに、新たな製品の
開発に取り組んでいます。また、産婦人科の先生方
の研究・診療のお役にたてる最新の情報提供と全
国の先生方の活発な意見交換の場として毎年「生
殖と女性医学」講演会を開催しています。2009年
2月開催の第2回講演会では全国から300名の先
生方にご出席いただき、弘前大学水沼教授と東京
大学矢野准教授に座長をお願いし、HRTガイドラ
イン＊3の意義について様々な観点からご講演いた
だきました。

○ウィメンズヘルスケア室の新設 ○「生殖と女性医学」講演会

■ 重点領域−生殖から更年期まで、女性のQOL向上へ貢献

患者さま向けポスター 特約店さま向けポスター 「生殖と女性医学」講演会

　産婦人科は、生殖、周産期、婦人科腫瘍、更年期を柱として研究深厚しておりますが、

関連領域の専門医を取得するためには領域全般にわたる横断的な基礎知識と技術の

修得が前提となります。

　そこで「Better quality of life for women」を願うあすか製薬は、これまでの研究会とは趣を異にした

様式で、最新・最適な情報提供と全国の先生方の活発な意見交換を支援する場として、慶應義塾大学吉村

教授、弘前大学水沼教授とともに「生殖と女性医学」講演会を立上げました。これまで盛会裏に２回開催し

ておりますが、最前線でご活躍の大変著名な先生方に多数ご参加いただいており、必ずや先生方の日常診

療のお役に立っているものと確信しています。本講演会のますますの発展を望んでやみません。

＊1 QOL：生活の質

＊2 リプロダクティブ・ヘルス：生殖に関する健康

＊3 HRTガイドライン：ホルモン補充療法の日本版ガイドライン

あすか製薬産婦人科
シンボルマーク

｢生 殖と女 性医学｣講 演 会 世 話人  
徳 島大学大学院 ヘルスバイオサイエンス研究部  産 科 婦人科 学 分野

教 授 苛 原  稔 先 生
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あすか製薬にオープンでフェアな組織風土を創り出すために、

執行役員と理事で構成される協議会「土曜会」を組織しています。

ここでは、土曜会が取り組んでいる４つのテーマについてご紹介します。

1コンプライアンス分 科会 〜コンプライアンス違 反 未 然 防止を目指して〜

ＣＳＲ分 科会 〜あすか 製 薬 の「CSR（企 業 の 社 会 的 責 任）」活 動の端 緒を開く〜

　コンプライアンス分科会では、コンプライアンスに対する社員の意識高揚を図ることにしました。そのために
は、職場にコンプライアンスについての身近な相談相手が必要と考え、選ばれた中堅社員がその役割を担う仕
組みづくりを行いました。コンプライアンスの専門知識を勉強し、コンプライアンス・オフィサー認定機構＊が
認定する「コンプライアンス・マネジャー」資格を取得した社員は、
「ASKAコンプライアンスリーダー」として、職場において中心的
な活動を展開します。また、啓発活動として、社員から募集した標
語を用いて啓発ポスターや携帯用チェックカードを作成・配布した
り、パソコンのポータルサイトに標語が常時表示されるようにして、
社員のコンプライアンス意識向上に取り組みました。今後も初年
度の取り組みを継続して、より質の高いコンプライアンス風土作り
に貢献できればと考えています。

　ＣＳＲ分科会では、多岐にわたるＣＳＲのテーマの中から、世界的に緊急の課題であり、あすか製薬企業行動
憲章にも謳われている「環境対策」を取り上げました。いわき工場での環境マネジメントシステムの国際規格
ISO14001の認証取得を契機に、環境対策を全社に拡大し、「環境・社会報告書」の発行を目指すことにしま
した。また、法務広報部が事務局となり、ISO14001の勉強会や環境推進準備会を立ち上げて社内体制や社内
規程などの検討を行いました。
　2008年10月1日には「あすか製薬環境基本方針」が公表
され、「環境管理規程」が制定されるなど、当社の環境対策
が動き出しました。
　また、社会との関係を強め、良き企業市民としての意識を醸
成していくために、もうひとつのテーマとして「社会貢献」を取
り上げました。川崎事業所やいわき工場で行われている会社周
辺の美化活動や、本社では地域に根付いたボランティア活動
に参加しています。また、当社の特性を活かした健康・医療の
啓発を目的とした市民公開講座の開催などを計画しています。

●後列左から／小松 哲（事務局）、執行役員：内藤 朗、
理事：角張 信隆  ●前列左から／執行役員：鈴木 肇、
理事：木村 孝一、理事：清水 康生

●左側前から／執行役員：才田 修、執行役員：寺西 孝郎、
小松 哲（事務局）  ●右側前から／理事：松本 憲悟、
執行役員：船津 讓一  ※枠内／理事：熊谷幸男

あすか風 土づくりへ の取り組み

＊ コンプライアンス・オフィサー認定機構：企業のコンプライアンス環境の

　 整備・確立を担う専門家の育成・認定を行う非営利の一般社団法人
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3教 育 分 科会 〜社 員の意 識と行 動を 変 える〜

表 彰 分 科会 〜モチベーション高 揚と研究の 活 性化〜

　教育分科会では、土曜会のテーマである社内風土改革の取り組みとして「人材開発」と「組織開発」という
２つの側面から課題を設定しました。人材開発では、管理者層のリーダーシップの向上、組織開発では、部門
間の情報の共有化を図ること、この2つの課題解決が最終的に人と組織の活性化となり、社内風土改革につ
ながると考え、3つの具体的施策を設定しています。
　1点目は「次世代リーダーの育成」であり、既に制度化されている教育研修体系とは別に、経営視点を持つ
リーダー育成を目的としたセミナーへの社員派遣を企画
しました。２点目は、「管理職のマネジメントスキルの改
革」であり、管理者層を対象に指示命令型から部下の自律
を促すコーチング型のマネジメントへのスキルアップを目
指すワークショップを実施しました。３点目は、「部門間コ
ミュニケーション」で、部門間の交流を深める場を提供し、
各部門の相互理解、情報の共有化によりビジョン達成に
向けて会社全体のベクトルを合わせるための取り組みを
進めています。これらの活動を今後も継続させ、社内風土
改革を目指します。

　表彰分科会では、まず就業規則に定められている「表彰制度」の改訂を行うことを検討しました。これまで
の表彰制度をより一層充実させるため、功労表彰選考委員会を設置し、広く社員の成した功労を選考し、原則
年１回定期的に表彰することにしました。社長表彰を「あすか賞」に改称し、また、本部長表彰に該当する「つ
ばさ賞」を新たに制定しました。
　さらに、当分科会では就業規則に定められている「職務
発明表彰金規程」を廃止し、「職務発明規程」の制定を検
討しています。国の医療保険制度や診療報酬制度の改正に
関する審議では、新薬の特許権が有効な期間は薬価を下げ
ない方向で検討が行われていることから、強い権利の特許
を戦略的に出願し、会社の発展に寄与していくことが必要
です。新たに制定される職務発明規程は、発明者の保護と
研究者にインセンティブを与えることで発明を奨励し、優
れた製品を上市することで医療に貢献することを目指すも
のです。

※土曜会の各分科会メンバーの職位は2009年3月末日時のものです。

●左から／執行役員：長谷川 憲一、執行役員：應矢 誠司、
常務執行役員：杉本 隆雄、理事：角田 重雄  
※枠内／村治正敏（事務局）

●左から／理事：蓮見 幸市、執行役員：青塚 知士、常務執行
役員：横山 義葊、理事：谷本 由隆、今井 雅之（事務局）
※枠内／理事：坂田 純一
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　あすか製薬は、国の内外を問わず、人権を尊重するとともに、関係する法令、規則等を遵守
するとともに、その精神を尊び、高い倫理観と社会的良識をもって、以下のとおり行動する。

あすか製薬企業行動憲章

医療の進歩に貢献する革新的医薬品の研究
開発に積極的に取り組み、有効性、安全性に
優れた、高品質の医薬品を低コストで安定的
に供給する。
臨床試験は、医療機関の協力を得て、被験者
の人権を尊重し、安全確保に留意し、かつ科
学的厳正さをもって遂行する。
医薬品の適正使用に向けて、品質・有効性・
安全性に関する、国内外の科学的に裏付け
られた情報の的確な提供・収集・評価・伝達
を迅速に行う。
医薬品の研究開発を通じて、医療費の効率
化と、医療資源の節約に貢献する。

医薬をはじめ、全ての事業領域において、社会
的に有用で安全性の高い製品を開発し供給す
る。 特に医薬品の研究・開発、生産、販売につ
いては次のとおりとする。

事業活動を通じた社会貢献はもとより、良き
企業市民としての社会貢献活動を積極的に
行う。

環境問題への取り組みは企業の存続に必須の
要件であることを認識し、関係法令の遵守は
もとより、自主的、積極的にこれを推進する。

海外における事業活動においては、現地の文
化や慣習を尊重し、国際交流を積極的に行う。

自立した存在としての社員の人格と個性を尊
重し、安全で働きがいのある職場環境を確保
する。

経営全般にわたり、業務の合理化、効率化に努
めて経営構造の改善に積極的に取り組み、継
続的に適正利益を確保する。

経営トップをはじめとする役員は、本憲章の
実現が自らの役割であることを認識し、率先
垂範して行動するとともに、社員への周知徹
底を図る。また、社内外の声を把握し、実効あ
る社内体制の整備を行うとともに、企業倫理
の徹底を図る。

本憲章に反するような事態が発生した場合、
経営トップは、自らの責任において問題解決に
あたり、原因究明、再発防止に努めるとともに、
社会への迅速かつ的確な情報の開示を行う。
また、企業としての責任を明確にした上で、役
員を含めた厳正な処分を行う。

全ての事業活動において、公正、透明で自由な
競争を行い、医療関係者、関係取引先、行政機
関、政治団体（個人）等とは、健全かつ正常な
関係を保つ。

高度IT化に伴い、個人情報や顧客情報の適正
な保護に十分配慮し、万全な対策を行う。

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会
的勢力および団体とは断固として対決し、不
当、不法な要求には一切応じない。

株主はもとより、広く社会とのコミュニケー
ションを図り、企業情報を積極的かつ公正に
開示する。

（1）

（2）

（3）

（4）

1. 6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

2.

3.

4.

5.

企業 行動憲 章

あすか製薬全体で共有できる価値観や行動の指針を示す企業行動憲章を

制定しています。一人ひとりの理解と継続的な取り組みによって企業としての

モラル向上に努め、社会に貢献し信頼される会社として発展することを目指します。
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コンプライアンス

生命関連企業として、法令遵守はもとより生命倫理を含めた高度の倫理観が

求められます。コンプライアンス推進体制の構築や内部通報窓口の整備とともに

社員のコンプライアンス意識の向上を目指した啓発活動に取り組んでいます。

　当社は、社会から信頼される会社になるためにコ
ンプライアンス（法令遵守）の重要性を強く認識し
ています。
　社員がコンプライアンスを理解しそれに基づき
行動するための規準として、「あすか製薬コンプラ
イアンス・プログラム」を策定しています。プログラ
ムは気軽に手に取れる携帯サイズの冊子にまとめ
られ、社会や遵守すべき法令の変化に応じて改訂
され、研修などを通じて社員に周知・徹底されます。

　社員の声をコンプライアンスの実践に反映させる
ため、内部通報窓口（あすかホットライン）を整備し
ています。窓口の連絡先を記載したカードを社員に
配布し、利用を促すための研修を定期的に実施して
います。また通報者保護のため、社内外の2つの窓
口を整備し、匿名の相談も受け付けています。

　当社では、コンプライアンス推進活動に各社員
が参加することにより、コンプライアンスへの理解
を深められるよう、様々な方策を検討しています。
2008年度は、社員から広くコンプライアンスの標
語を募り、優秀作を啓発ポスターなどに掲載しまし
た。また、2009年4月よりコンプライアンスに関
する社員の身近な相談窓口として「ASKAコンプ
ライアンスリーダー」を新設し、資格取得により各
部門から選抜された26名が任命されました。コン
プライアンスリーダーは研修業務も担当し、社員の
コンプライアンス意識の向上に貢献します。

　当社では、「医療用医薬品プロモーションコー
ド」（製薬協）と「医療用医薬品製造販売業公正競
争規約」（公競規）および「接待関連行為の行動基
準」（自社コード）の遵守を徹底しています。
　すべてのプロモーション資材は、製品情報概要審
査委員会で審査を行い、科学的根拠に基づいた正
確で公平かつ客観的な記載内容を確認し、適正な
プロモーション活動を推進するよう努めています。
　また、製薬協プロモーションコード・公競規・自
社コードに関する計画的で継続的な教育プログラ
ムを策定し、MR＊導入研修や継続研修などにおい
てコード遵守の周知徹底に取り組んでいます。

■ あすか製薬コンプライアンス・プログラム

■ 内部通報窓口 ■ プロモーションコードの遵守

■ コンプライアンス研修・啓発

コンプライアンスカード コンプライアンス啓発ポスター

【あすかホットラインの仕組み】

相談者

コンプライアンス推進委員会（委員長＝社長）

社外弁護士 法務広報部
コンプライアンス事務局

社内窓口社外窓口

社員

コンプライアンス
推進委員会

コンプライアンス事務局
事務局長：法務担当取締役（執行役員）
事務局：法務広報部

土曜会（※）
コンプライアンス分科会
（※）執行役員・理事の協議体

コンプライアンス
統括責任者

コンプライアンス
推進責任者

社長（委員長）

役付取締役

取締役・
執行役員・理事

（本部長・事業所長）

  部長・室長・支店長コンプライアンス
部門推進担当者

コンプライアンス
部門推進責任者

コンプライアンス
リーダー
（GM等）

【コンプラアンス体制図】

＊ MR：Medical Representative（医薬情報担当者）
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経営の健全性や透明性を確保し、迅速・適切な意思決定を実現するため、

コーポレート・ガバナンスの充実を図るとともに、

財務報告の信頼性確保に向けて内部統制を強化しています。

　当社では取締役会を月 1 回開催し、業務執行
に関する意思決定と取締役の業務執行の監視・監
督を行っています。また、経営会議を週 1 回開催
し、迅速・適切な経営判断に努めています。さらに、
コーポレート・ガバナンス体制を強化すべく社外取
締役を招聘しています。当社は執行役員制度をと
っており、経営と執行の分離による機動的な業務
　

執行を実現しています。
　監査については、監査役で構成する監査役会、
内部監査部門の監査室、会計監査人（公認会計士）
による監査が各々の監査計画に従い実施され、経
営者に報告されます。また、代表取締役と監査役・
会計監査人、会計監査人と財務担当取締役が定
期、不定期に会合を開催し、連携を保っています。

　当社は、金融商品取引法に対応した財務報告に
係る内部統制の構築を推進するため、2007 年度
に内部統制構築プロジェクトを発足させ、内部統
制評価に必要な文書の作成や、「財務報告に係る
内部統制に関する規程」をはじめとした各種社内
規程の制定などに取り組み、整備を進めてきました。
　適用初年度の 2008 年度について、整備状況
および運用状況の評価を実施した結果、重要な欠
陥もなく内部統制は有効であるとの評価を得るこ
とができました。今後も引き続き内部統制の強化
を図り、財務報告の信頼性の確保に努めます。

　企業が経営の効率化や会社財産の保全を図って
いくために、経営全般にわたる管理・運営の制度
や業務遂行の状況を定期的に検討・評価し、問題
点や改善点を洗い出す内部監査業務は非常に重要
であると考えます。
　当社では、代表取締役直括の監査室が内部監査
業務を行っています。監査室では、年度の監査計
画に従い各部門における監査を実施し、各部門か
ら提出された改善計画などを盛り込んだ監査報告
書を作成します。監査報告書は代表取締役および
監査役会に提出され、相互牽制に役立てています。
監査室は、監査役および会計監査人と連携を図り、
効率的な内部監査の実施に努めています。

■ コーポレート・ガバナンス体制

■ 内部統制システム （J-SOX 対応） ■ 内部監査

社
外
弁
護
士

会
計
監
査
人

取締役会（取締役）

代表取締役

執行役員

業務担当部門

監査役会（監査役）

株 主 総 会

執行役員連絡会
（取締役、監査役、執行役員）

コンプライアンス
推進委員会

経営会議
（社長、専務、常務）

監査室

選任・解任

監査

監査

選任・解任 選任・解任

監査

【コーポレートガバナンス体制図】

コーポレート・ガバナンス
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事業活動にかかわるリスクの発生を予防し、

万一の発生にも適切に対処できるよう、リスクマネジメント体制を構築し

「経営危機管理規程」に基づくリスク管理を徹底しています。

　当社は、全社各部門の業務に関するリスク管理の
徹底により、経営危機の発生を未然に予防すること
はもちろん、経営危機が発生した場合に、迅速・適
切に対応することも重要な経営課題であると認識
しています。
　その一環として、2006年に策定した内部統制シ
ステム構築における基本方針にのっとり、全社的な
リスク管理のための仕組みや制度を強化しています。
　リスクマネジメント体制としては、統括機関とし
て設置されている「経営危機管理委員会」が、社内
各部門で検討・発案されたリスク管理に関する施策
を横断的に協議した上、全社的なリスク対策として
組織･体制、方針を決定し、経営会議、取締役会に
て報告しています。

　当社は、経営危機の未然予防から発生時の迅
速・適切な対策までトータルな危機管理のための
基本規程である「経営危機管理規程」を策定し、リ
スクの分類、対応の原則などを規定しています。ま
た、この規程に基づき危機発生時の具体的対応を
示した「経営危機管理マニュアル」を整備し、全社
各部門・子会社に設置しています。このマニュアル
は、今後全社各部門が、内容についての教育・研修
や各種改訂を行う中で改善され、経営危機管理体
制の強化につながると考えています。

　地震などの自然災害や火災などの発生により事
業所などに被害が生じた場合に備えて、対応策や手
順をまとめた「防災マニュアル」を作成しています。
　大規模地震発生時に、被災地の社員とその家族
の安否を迅速的確に把握するため、「安否確認シス
テム」の運用を開始しています。本社ビルには首都
直下型地震に備えた食料などの備蓄を行い、本社
社員に「帰宅支援物資」を配給しています。各事業
所では、定期的な避難訓練やAED＊講習会を実施し、
社員の安全確保を目指しています。
　また、新型インフルエンザについては、「新型イン
フルエンザパンデミック対策マニュアル」にのっと
り、人命保護を最優先に感染拡大防止に努めます。

堅牢性の高いMR用モバイルパソコンの設定など、
種々の情報セキュリティ対策を実施しています。
　今後も、これらの対策だけではなく、主要システ
ムのログ管理などさらなる情報セキュリティ対策
の実施や各個人の意識を高めるための教育などを
継続していきます。

■ リスクマネジメント体制

■ 経営危機管理

■ 情報セキュリティ

■ 災害対策

　当社では、「情報セキュリティポリシー」「情報セ
キュリティ管理規程および細則」を制定し、イント
ラネット上で全社員に公開することで周知徹底を図
ると同時に、部門情報システム管理責任者に対す
る情報セキュリティ教育を行っています。また、安
全性の高い社内ネットワークの構築やメール監視、
　

備蓄品

AED講習 避難訓練

リスクマネジメント

＊ AED：自動体外式除細動器
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研究開発

新しい価値を持つ幅広い医薬品の開発とともに

安全で高品質なバイオ医薬品・ジェネリック医薬品の提供を進め

患者さまの生活の質（QOL）向上に貢献します。

　当社の経営理念は、「先端の創薬を通じて、人々の
健康と明日の医療に貢献する」 ことです。そのため
に、安全で効果が確かな医薬品を一刻も早く、患者
さまに届けるために研究開発に取り組んでいます。
　当社は、産婦人科、内科および泌尿器科の領域
に特化しており、特に産婦人科領域では、不妊、避
妊、更年期、婦人科腫瘍などの幅広い領域を網羅
する製品展開により、女性の QOL の向上に貢献し
ています。さらに、産婦人科領域のリーディングカ
ンパニーを目指し、更年期障害治療薬の新発売や
遺伝子組み換え不妊症治療薬の開発などにも積極
的に取り組んでいます。また、内科および泌尿器
科の領域においても、QOL に大きく関わる生活習
慣病、排尿障害などに対する治療薬の研究開発を
進めています。

○患者さまの使いやすさへの配慮

　2009 年 2 月に新発売した更年期障害治療薬
「メノエイドコンビパッチ」は国内初の卵胞ホル
モン・黄体ホルモン配合貼付剤です。本剤は経皮
吸収製剤であることから肝初回通過効果＊を受け
ず、肝臓への影響が少ないという特徴があります。
また、「メノエイドコンビパッチ」は類似薬と比べ、
医療上高い有用性を有することから、薬価の算定
において「有用性加算」が付与されました。これ
らの点が評価され、本剤は更年期障害治療のホ
ルモン補充療法における理想的製剤として日本産
科婦人科学会などから推奨されています。

○希少疾病への対応

　「低ゴナドトロピン性男子性腺機能低下症にお
ける精子形成の誘導」の適応を有する唯一の他社
hCG＊製剤の製造が中止されることになり、日本
で低ゴナドトロピン性男子性腺機能低下症患者の
治療機会が奪われる危機的状況が予想されまし
た。この状況を回避するため、自社製品である「ゴ
ナトロピン5000」の当該効能における開発に着
手し、2008年9月に製造承認を取得しました。
　当社は、患者数の少ない希少疾病の治療薬開発
も、製薬企業の社会的責任と考え、対応しています。

　近年、遺伝子組換え技術を用いたバイオ医薬品＊

が増加しており、開発段階でみると約３割を占め
ています。しかし、バイオ医薬品は一般に高薬価
のため、医療費を押し上げ患者さまの負担も重く
なっています。2009 年 3 月、国のバイオ後続品
の品質・安全性・有効性確保のための指針が公表さ
れ、バイオ医薬品の開発が促進されることとなり
ました。当社は、従来から販売している蛋白製剤
の経験を生かして、バイオ後続品として不妊症の
治療薬を開発しています。この薬剤は、動物血清
　　

由来の感染リスクがない無血清培地で製造されて
おり、安全な薬剤です。当社は、安全で安価なバ
イオ医薬品を患者さまに提供し、医療に貢献して
いきたいと考えています。

■ 研究開発に関する方針と取り組み

■ 産婦人科領域における製品開発

■ バイオ医薬品の開発

＊ hCG：human Chorionic Gonadotrophin（ヒト絨毛性性腺

　 刺激ホルモン）男性では睾丸を刺激し男性ホルモンを分泌させ、

　 副性腺の発育、性欲の発現を促す作用がある。

＊ バイオ医薬品：バイオテクノロジーによって製造された医薬品

＊ 肝初回通過効果：薬剤が最初に全身に移行する前に肝臓で

　 代謝（不活性化）されること
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○非臨床試験における倫理

　当社は、非臨床試験＊1にあたっては薬事法、医
薬品の安全性に関する非臨床試験の実施の基準

（GLP）に関する省令をはじめとする法令、ルー
ルを遵守し、有効性、安全性などについて適正
に判断できる正確なデータを作成しています。ま
た、当社におけるすべての動物実験は、動物愛護
に配慮して、厚生労働省の「動物実験等の実施に
関する基本指針」に準拠し、実施計画の3R＊2の
原則への適合性などについて動物実験委員会の
審査を経て実施されています。なお、実験動物
の霊を供養するため、毎年春・秋の2回、畜霊祭
を実施しています。一方、ヒト組織・遺伝子利用
研究の実施に際しても、倫理審査委員会を設置
し、研究の適正性を確認しています。

　ジェネリック薬は、新薬の特許期間が過ぎた後
に先発メーカー以外の製薬会社から製造販売さ
れる薬で、新薬と同等の品質・有効性・安全性を持
ちます。ジェネリック薬は、価格が低いばかりで
なく、剤形・味・臭いなどを変えて飲みやすくする
など患者さまの立場に立った工夫がなされてい
ます。当社グループでも、清涼感のあるメントール
を含有させた「ミリカレット」（アレルギー性鼻炎
治療用点鼻剤）や、味を改良し携帯性と服用しや
すさに考慮した「イソソルビド」（メニエール病＊改
善剤）など、先発品を改善した付加価値の高い
医薬品を提供しています。当社グループは、世界
基準に適合した高品質のジェネリック薬を安定的
に供給し、医療に貢献します。

○臨床試験における倫理

　当社は、臨床試験の実施にあたり、ヘルシン
キ宣言（ヒトを対象とする医学研究の倫理的原
則）や薬事法、医薬品の臨床試験の実施の基準

（GCP）などの規制を遵守しています。また、治
験社内審査委員会を設置し、臨床試験の倫理的
および科学的妥当性を審査するなど、倫理の確
保に努めています。

■ 付加価値の高い
　  ジェネリック薬の提供

■ 研究開発における倫理

＊1 非臨床試験：ヒトを対象とする臨床試験の前に動物や培養

　   細胞を用いて行われ、その後も継続的に行われる試験 

＊2 3R：使用する動物数の削減（Reduction）、

　   動物を用いない実験の可能性の追求（Replacement）、

　   動物の苦痛軽減（Refinement）

＊ メニエール病：めまい、耳鳴り、難聴などの様々な症状の一種

畜霊祭（川崎研究所）

　国内初の配合貼付剤である「メノエイド

コンビパッチ」の開発に従事しました。従

来は内用剤のみであった黄体ホルモンを卵

胞ホルモン貼付剤に配合することで、貼り

剤と飲み薬を組み合わせて使う煩雑さを解

消し、より容易に子宮内膜増殖症などの副

作用を防止しながら更年期障害の治療を

行っていただける製剤です。医薬品がその

有効性を認められるまでには、多くの医療

関係者と、臨床試験に参加していただく患

者さまのご協力が必要です。臨床試験では、

参加されている患者さまの人権を尊重し、

安全確保に十分留意し、かつ科学的厳正さ

をもって行うことを心掛けています。今後

も高い有効性と安全性を兼ね備えた医薬

品を患者さまの元にお届けして、人々の健

康に貢献していきたいと考えています。

研究開発 本部
臨床 開発センター
開発 第二部

安 藤  潤

v o i c e
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高品質な医薬品を安定的にお届けするために

信頼性保証体制・生産体制の確立、生産管理システムの導入、

トレーサビリティの確保などを積極的に進めています。

　信頼性保証本部では医薬品を安心してご使用い
ただくために、薬事法で定められた総括製造販売
責任者、品質保証責任者および安全管理責任者か
らなる製造販売業三役体制により医薬品の信頼性
を保証しています。
　医薬品は、適正な製造管理、品質管理により製
造されたことを科学的根拠に基づき確認できたも
のだけをお届けしています。また、品質向上に継続
して取り組んでいます。しかし、品質だけでは万全
とはいえません。医薬品の有効性・安全性に関する
医療機関からの情報、国内外の文献情報などを収
集・検討し、適正な情報をタイムリーに規制当局や
医療関係者へ報告・提供しています。医薬品の向こ
うには、患者さまがいることを最優先に考えた信
頼性保証に努めています。

　合併によるあすか製薬の発足後、GMPや内部統制
監査などの法的規制に対応するため、それまで各々
の工場で使用していた生産管理システムを廃止し、生
産計画、原価管理、購買管理を統合して運営できる
新生産管理システム「ATOMSE」を導入しました。
　また、生産拠点の統合の一環として、いわき工場
内に新製剤棟の建設を行い、2009年3月に竣工し
ました。現在西東京工場で製造している「リピディル
カプセル」などの製品の製造バリデーション（製造
確認）を行っており、2009年度末には製品の出荷
を開始する予定です。

　現在、当社では一部の製品を除き、製品の製造
のための原料のほとんどを外部の会社から購入して
います。原料の調達の際には可能な限り複数の会社
から購入する方針とし、万一供給元の工場の事故な
どで原料が供給されなくなった場合にも他の供給元
を確保することを目指しています。また製品によっ
ては原料を外国の会社から輸入していますが、それ
らは薬事法で言う「外国製造業者」として登録され、
GMP を満たした原料の供給を受けています。なお
これらの供給元とは品質保持に関する取り決めを結
んでおり、高品質の原料の調達に努めています。

■ 医薬品の信頼性保証方針 ■ 生産体制の確立

■ 調達における取り組み

製
造
部

品
質
管
理
部

品
質
保
証
室

品
質
管
理
部

川
崎
製
造
部

総
務
部

生
産
部

製
造
部

西東京工場いわき工場

生産本部

生産管理システム 原価管理システム

製造管理システム

品質管理システム

いわき工場第3製剤棟

【信頼性保証体制図】

【生産体制図】

【新生産管理システム「ATOMSE」のイメージ】

製造販売三役

品質保証部
（品質保証責任者）

くすり相談室

医薬情報部
（安全管理責任者）

GQP 、GMP  対応 GVP  、GPSP   対応

信頼性保証本部（総括製造販売責任者）

＊1 ＊2 ＊3 ＊4

製品安定供 給・品質 管 理

15



環
境
報
告

社
会
性
報
告

経

営

特

集

会
社
概
要

環
境
報
告

社
会
性
報
告

経

営

特

集

会
社
概
要

環
境
報
告

社
会
性
報
告

経

営

特

集

会
社
概
要

　いわき工場の新製剤棟では、「リピディルカプ
セル」などの安定的な製造を目指しています。また
「ATOMSE」の活用により各製品の安定供給を目
指しています。さらに、医療機関などにおける医薬
品の取り違えによる医療事故防止および流通段階
でのトレーサビリティの確保を推進するため、機械
的に製品を識別できるよう医療用医薬品へのバー
コード表示（RSSコード）の導入を進めています。

　新薬が市販され、多くの患者さまに幅広く使用
されると、開発段階では予測できなかった副作用
があらわれることがあります。このため市販後も医
薬品の有効性、安全性に関する調査・試験を行って
幅広く情報を収集、評価・検討し、適切な措置を講
じるなど、その結果を迅速に医療関係者へ提供・伝
達することが重要です。
　当社では、薬事法や関連法令にのっとり、ＧＶＰ
手順書を定めて、医療機関や文献・学会情報などか
ら幅広く副作用や有効性の情報を収集、評価・検
討しています。その結果に基づき安全確保措置の
立案や安全管理情報の医療機関への提供・伝達な
どを実施し、医薬品の安全性確保ならびに適正使
用の推進に努めています。

■ 安定供給への取り組み ■ 製品販売後の安全管理

原薬

包装工程

出荷

注射剤（水溶剤、油溶剤 他）

経口剤（錠剤、カプセル剤）

出荷可否
判定

■ 製造工程概要

 医療用医薬品への
 バーコード表示

（RSS コード）

＊1 GQP：Good Qual i t y Prac t ice  医薬品、医薬部外品、化粧品及び医療機器の品質管理基準

＊2 GMP：Good Manufac tur ing Prac t ice  医薬品の製造管理及び品質管理に関する基準

＊3 GVP：Good V ig i lance Prac t ice  製造販売後安全管理基準

＊4 GPSP：Good Postmarket ing Study Prac t ice  製造販売後の調査及び試験実施基準
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MR（医薬情報担当者）、くすり相談室の他、

各種セミナーやウェブサイトなど様々なチャネルを通じて

より良い医療へ向けたコミュニケーションに取り組んでいます。

　当社は、自社医薬品に関連する各種学
会のランチョンセミナーなど、各種セミ
ナーを共催しています。

　アニマルヘルス部では、北海道をはじめ東北、関東、中部、中国、九州地区の
5～6ヶ所で、著名な講師陣による「あすか繁殖セミナー」を毎年開催しており、
2009年で6年目を迎えました。本セミナーは、聴講者の大半を占める臨床獣医
師の先生方のニーズに合わせ、家畜を中心とした繁殖領域の話題を提供していま
す。毎回、最新の優れた情報を提供し、生産者の生産性・経営向上に大きく寄与し
ていることが評価されています。食の安全・安心を担う日本の畜産業界に貢献で
きるよう、今後も継続していきます。

■ 医療関係者向けセミナー

■ ウェブサイト 
　 「オーキッドクラブ」の支援

■ 女性誌 「クロワッサン」への
　 記事掲載

■ あすか繁殖セミナー

各種医療関係者向けセミナーのパンフレット

あすか繁殖セミナー

　多くの女性が悩む健康問題の一つに更年期障
害があります。その予防・治療に関して、更年期
医療領域のスペシャリティーファーマを目指す当
社は、医薬品の製造・販売のみならず、幅広く市
民の方々の健康をサポートすることも企業の責任
と考えています。そのため、市民の方々を対象に

「市民公開講座」を展開しています。また、医師
と製薬企業のみならずメディアも参加する 「プレ
スセミナー」をスタートさせ、この領域の様々な
問題について情報提供を行っています。このよう
な活動を継続的に実施することによって、より良
い医療を提案していきます。

　低用量ピルの普及と女性の健康を推進するために
設立された団体です。ホームページ・メールマガジン・
セミナー・講演会・アンケート調査・学会発表を通じた
情報提供で、女性の健康支援に役立てられています。

　更年期障害に苦しむ多くの患者さまに疾患を
ご理解いただくとともに、産婦人科の受診と適切
な治療を受けていただくよう提案しています。

［オーキッドクラブ ホームページ ］
  ht tp: //www.orchid-club.gr.jp /html /top.html

■ 市民公開講座

学 会 名

【2008年度　ランチョンセミナー】

日 程 会 場

第60回 日本産婦人科学会

第96回 日本泌尿器科学会

第51回 日本糖尿病学会（科研）

第115回 日本産婦人科学会 関東連合地方部会

第50回 日本老年医学会

第40回 日本動脈硬化学会（科研）

第26回 日本受精着床学会

第13回 日本産婦人科乳癌学会

第73回 日本泌尿器科学会東部総会

第41回 日本甲状腺外科学会

第49回 日本母性衛生学会

第23回 日本更年期医学会

第5回 日本消化管学会

パシフィコ横浜

パシフィコ横浜

東京国際フォーラム

日本都市センター会館

幕張メッセ

つくば国際会議場

福岡国際センター

徳島県郷土文化会館

ホテル日航東京

都市センターホテル

シェラトン・トーキョーベイ

ワークピア横浜

京王プラザホテル

4/13

4/27

5/23

6/15

6/20

7/10

8/29

9/14

9/19

10/17

11/7

11/16

2/12

医療パートナーとしてのコミュニケーション
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あすか繁殖セミナー

v o i c e

　医薬品は製品に情報が付加されてはじめてその
性能を発揮するものです。近年の医療安全の進展
や医薬分業の広まりからその重要性・必要性はさ
らに高まっています。
　お客さまからの医薬品に関するお問い合わせに
ついては、電話やFAXなどによる直接のお問い合
わせ・当社MR経由のお問い合わせともに、くすり
相談室で対応しています。お問い合わせ件数は近
年急増しており、また、当社の製品構成を反映し、
その内容も医療用医薬品（新薬、ジェネリック医
薬品）から一般用医薬品まで多岐にわたります。ま
た、甲状腺ホルモン製剤や経口避妊薬に関する服
用者向けの資料・資材のご要望が多いことが特徴
です。くすり相談室では、お問い合わせにお答えし、
情報を提供していくことで当社医薬品の適正使用
を推進し、人々の健康の向上に貢献できるように
努めています。

　くすり相談業務を行っていく中で、医療関係者
のみならず医療消費者の方々の個人情報に接する
ことになります。その不適切な取り扱いはお客さ
まの権利を害し迷惑をおかけし、重大な問題にな
りかねないことから、慎重な取り扱いが必要です。
このため、くすり相談室においては、個人情報を保
護し、適正に取り扱うための方針（個人情報保護方
針）に基づき、法令の遵守、適正な取得と利用制限、
情報管理の徹底に努め、適切に取り扱っています。

　当社では、ＭＲの知識・スキルの向上のみならず
資質向上のために、新入社員導入研修と継続研修
によって計画的な教育研修を実施しています。
　新入社員導入研修では、自分で目標を立てて考
えながら学ぶ自発型学習を取り入れています。また
継続研修では、ディテーリングスキル＊の向上のため
に、具体的な実例を基にロールプレイトレーニング
を行い、参加者全員で課題解決していくディスカッ
ションを実施しています。

　そして自社医薬品の知識はもとより、その根拠
となる医学的・薬学的知識の習得に努め、正しく
提供できる能力を養い、医薬品という生命関連性
から高い倫理観が求められます。

　MR（Medical Representative：医薬情報担
当者）は、医療用医薬品の適正な使用と普及を目
的として、医療関係者に面談の上、医薬品の品質・
有効性・安全性などに関する情報の提供・収集・伝
達を主な業務としています。
　

■ くすり相談室

■ お客さまの個人情報の
　 取り扱いについて　

■ MRの教育研修・活動支援体制

■ MR(医薬情報担当者)の活動

＊ディテーリングスキル：

　医療現場において個別の製剤の詳細情報を提供する技術

新入社員MR導入研修

　ＭＲの仕事は、医療関係者への医薬品の
効果を示す有効性情報と、副作用などに関
する安全性情報の両面から情報提供を行
うことで、人々の健康に貢献し医療の一端
を担っています。それは、非常にやりがい
と責任のある仕事だと思います。
　私は、先生が患者さまに処方された自社
医薬品による治癒経過や副作用について、
きちんと伺い、適切な情報提供を行うこと
で、先生の満足と患者さまの治癒満足の向
上に努めています。先生との日常の面談の
なかで、具体的な薬物療法の提案を行い、
その結果としてＭＲ活動を認めていただき、
強い信頼関係が築けるよう日々努力を重ね
ていきたいと思います。

東 京 支 店 第 二営 業 所
小 川  久 美 子

M R の 役 割

【年間問い合わせ件数】 【相談内容】

（単位：件）

8,343
9,302

11,339
39%

  有効性・
安全性

24%
周辺情報

15%

  資料・
資材要望

7%
特殊症例

15%
その他

15,000

10,000

5,000

0
2006 2007 2008 集計対象期間：2008年（年）
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内分泌疾患の研究振興や、医療や薬学を志す次世代の育成支援の他、

地域に根付いた環境美化や世界の国々の食料支援など、

環境・健康・福祉に貢献する様々な活動を展開しています。

　2009年3月11日に「一般財団法人山口内分泌
疾患研究振興財団」を設立しました。本財団の前
身である山口内分泌疾患研究振興協会は「内分
泌学の進歩を加速し、国民の健康向上と福祉に寄
与すること」を目的に設立されました。今後も、旧
協会の設立趣旨を継承しつつ、新しい体制のもと、
種々の公益事業を継続的に実施します。

　当社は、地域社会とのよりよい信頼関係を築く
ために様々な取り組みを行っています。研究施設
のある川崎事業所では、近隣企業や小中学生の野
球、サッカーなどの練習や試合にグランドを開放し
ています。
　また、いわき工場では毎年夏に開催される地元
の恒例行事「いわきおどり（小名浜大会）」に参加
し、近隣企業、学校、団体が数千名参加する中、毎
年上位入賞を果たすなど様々な交流を進めていま
す。各事業所では、「環境美化運動」を行い、事業
所周辺の清掃活動を定期的に実施しています。そ
の他、地域企業・町内会などとの情報交換会も定
期的に開催しています。

■ 医学研究振興 ■ 地域社会との
　 よりよい信頼関係を築くために

　私たちは「私たちだって、誰かの役に立ちたい！」

そんな思いを共有する8名で活動資金を出し合い、

1年前にサークルとして会社へ登録し、社内でのボト

ルキャップ集めから活動を始めました。

　メンバー全員が港区にボランティア登録をし、「災害ボランティア講座」の受講や「認

知症サポーター講座」の社内開催、また特別支援学校や老人施設でのイベントのお手

伝いや、最近では港区手話講座を受講したりと職場のある港区を中心に積極的に活

動しています。それぞれの時間を調整し、活動を続けることは簡単ではありませんが、

いろいろな分野に挑戦し、大勢の方の笑顔と共に活動していきたいと思っています。

ボランティアサークル マーガレット

環境美化活動

草取り

認知症講演会

いわきおどり

産
婦
人
科

領
域

泌
尿
器
科

領
域

基
礎･

内
科
領
域

敬称略・五十音順（所属機関等は申請時点のものです）

池田 和博   埼玉医科大学ゲノム医学研究センター  講師
乳癌・子宮癌のホルモン応答分子機構の解明

佐々木 茂和   浜松医科大学第2内科学講座  講師 
Ｔ3とその受容体による負の転写調節

上田 陽一   産業医科大学医学部第1生理学  教授
摂食ペプチド―カテコラミン相関と癌悪液質

寺内 康夫   横浜市立大学大学院医学研究科  教授
膵β細胞過形成の機序の解明

緑川 早苗   福島県立医科大学内科学第三講座  講師
アルドステロン症の心血管合併症と内臓脂肪

藤村 哲也   東京大学医学部附属病院  講師
進行前立腺癌の新規エストロゲン剤併用治療

梶原 健   埼玉医科大学産科婦人科  准教授
子宮内膜脱落膜化へのHＣＧの影響

吉野 修   帝京大学医学部溝口病院  助教
卵巣機能を制御する因子に関する網羅的研究

【2008年度の助成実績】

http://www.yamaguchi-endocrine.org / index.html
［一般財団法人 山口内分泌疾患研究振興財団ホームページ］ 

社 会貢 献 活動
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v o i c e

高校生の企業訪問

　当社では、寄付・協賛活動の取り組みについて、
その用途が専ら製薬産業の基盤を担う科学技術
の振興を通じて人々の健康・福祉の向上を図るこ
とを目的として行う「社会貢献活動」として位置づ
けています。
　近年の取り組みとしては、日本経団連自然保護
基金への協賛や、国際連合世界食糧計画WFP協会
（国連WFP協会）に評議員として参加し、世界の
国々の緊急食糧援助、学校給食の食糧援助を通じ
て経済社会の発展の支援をしています。また、本
社のある東京都港区では、港区が主催する「みな
と環境にやさしい事業者会議」に参加し、地域社
会と地球環境に貢献しています。

　当社では、中高生の企業訪問の受け入れを実施
しています。本企業訪問は生徒たちが興味のある
職業・職種について、身近に感じることができる機
会として修学旅行や総合学習の一環として行われ
ています。
　研究施設のある川崎事業所では、主に医療や薬
学に興味を持つ生徒が訪れ、実際に現場で働く研
究者が施設を案内しながら当社の研究活動につい
て解説していきます。研修終了後には「貴重な体験
ができた」「進路を考えるのによい刺激をもらえ
た」などの報告をいただいています。今後も多くの
方々に当社の理解を深めていただくため、このよう
な受け入れを積極的に行っていきます。

　いわき工場では「いわきのまちをきれいにする
市民総ぐるみ運動」について小名浜地区推進本部
より2008年度優良団体功績者として表彰を受け
ました。この運動は、毎年春と秋の２回「環境美化
運動期間」を設定し、自らの手でまちをきれいにす
ることに主眼を置いて実施されています。いわき
工場の今回の表彰は、上記趣旨に賛同し20年来
参加したことに加え、毎月1回実施している工場周
辺の美化運動が評価されたことによります。

■ 寄付・協賛活動

■ 中高生の企業訪問受け入れ

■ 外部表彰

いわき工場 みどりの表彰

　高校生の企業訪問は進路学習の一環と

して行われることが多いため、将来を考え

る機会としていただけるように、説明だけ

ではなく実験操作の体験なども交えなが

ら取り組んでいます。訪れる生徒さんたち

は医療・薬学に興味を持っている方が多く、

取り組む姿勢も真剣そのものですので、担

当する研究者も時間が経つのを忘れて熱

く語ってしまうこともしばしばです。今後

も企業訪問を通して、次世代育成のための

CSR活動に微力ながら貢献していきたい

と思います。

理 事
川崎事 業 所長 兼
開発研究センター 長

蓮 見  幸 市

高校 生の企業訪問
受け入れ
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公正・適時適切な情報開示を行うとともに、

安定的な利益還元に努め、株主・投資家の皆さまの

ご期待に応える企業であり続けたいと考えています。

■ 株主・投資家の皆さまへの情報公開

　当社は、株主の皆さまへの利益の還元を経営の
重要課題の一つとして位置づけています。利益還
元は、安定的な配当を継続的に行うことを基本と
し、各期の連結業績を勘案して決定しますが、中長
期的な資金需要や財務状況などを総合的に勘案し、
成果の配分を高めていきます。
　当期の配当は、期末配当金は1株当たり7円、
中間配当金7円と合わせて、年間では14円にな
ります。

　株主・投資家の皆さまをはじめ、すべてのステ
ークホルダーに当社を正しくご理解いただくため、
東京証券取引所（TD-net＊）、ニュースリリース、
記者会見、アナリスト向け決算説明会などを通じ、
適時・適切な情報開示をするよう努めています。
　また、株主・投資家の皆さまがタイムリーかつ公
平に情報を得ることができるようウェブサイトに
決算短信、報告書、決算説明会資料、有価証券報告
書を掲載しています。
　また、2009年6月26日、本社ビルにおいて第
89回定時株主総会を開催しました。
　総会では、議長の説明に合わせて資料映像を投
影し、ご理解を深めていただくよう努めています。
今回の総会では、開催20分前から会社紹介DVD
映像を放映し、当社の新しい姿をご紹介いたしま
した。今後も、より一層分かりやすく、開かれた総
会運営に取り組みます。

■ 配当施策

決算説明会

第89期 報告書 第89期 中間報告書

【株式所有者内訳】

【配当推移】

26.4%
金融機関

31.8%
個人・その他

22.2%

その他の
法人 0.3%

金融商品
取引業者

12.1%
外国法人等

6.8%
自己株式

2009年3月末

1株当たり配当額
 （内 中間配当額）（円）

配当性向（％）

14.00
 （6.00）

14.00
 （7.00）

14.00
 （7.00）

45.0 13.2 73.5

2006年度 2007年度 2008年度

＊ TD-net：東京証券取引所が運営している適時開示情報伝達システム

情 報公開・IR
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社員一人ひとりの人権・人格・個性を尊重し、

働く意欲を引き出す公正な評価と処遇を行います。

また、安全に働ける職場づくりや福利厚生の充実に取り組んでいます。

　当社は、企業行動憲章に「国の内外を問わず、人
権を尊重するとともに、関係する法令、規則などを
遵守するとともに、その精神を尊び、高い倫理観と
社会的良識をもって行動する」と定め、「自立した
存在としての社員の人格と個性を尊重し、安全で働
きがいのある職場環境を確保する」と明記してい
ます。本憲章を社内に徹底するとともに、人権を尊
重した企業活動を行っています。

　当社では社員の雇用・処遇に際し、性別、年齢、
国籍、宗 教、身体などいかなる理由においても
差別を行わず、一人ひとりの人格・個性を尊重し、
多様な人材がその能力を遺憾なく発揮できる職場
環境の構築を目指しています。また、60歳定年後
の再雇用制度の充実を図り、豊富な経験・技能の
発揮と伝承のため、希望者には一定の基準により
再雇用を実現しています。60歳以上の雇用者数は、
2008年度57名となりました。
　また、障害者雇用については、主要事業所にお
いて法定雇用率の達成に向けて雇用を推進すると
ともに、職場環境の整備にも注力しています。

　公正な人事評価と処遇を実現するため、目標管
理制度を採用しています。期首面接で評価者と被
評価者が合意した目標が、期末面接時点でどの程
度達成されたかを評価します。評価は絶対評価で、
給与や賞与へ反映されるため、会社業績に貢献し
た人が公正に処遇されます。評価者・被評価者が
制度を十分に理解し、適正な評価を導き出すこと
が重要であるため、全社員に研修を実施し、特に
評価者には毎年部門ごとに研修を実施しています。

　当社では「人を育てる会社」をめざしてビジョン
を実現する人材と組織の開発をテーマに学びの場
と仕組み作りを展開しています。
　自律・変化対応・協働をキーワードに、めざす人
材モデルを設定してキャリア開発、スキルアップ研
修を実施し、さらに定型的な階層別研修のみならず、
各部門のリーダー層に主体的に課題解決を実践す
る組織開発ワークショップを実施しています。また、
新入社員の職場適応を支援するフレッシャーズリー
ダー制度や配属後の成長を支援するメンター制度
など若手社員の人材開発も強化しています。

■ 人権の尊重

■ 雇用に関する取り組み

■ 公正な評価と処遇

■ 人材育成

キャリアデザイン研修

●部長ワークショップ
●GMワークショップ
●新任管理職研修

●次世代リーダー研修

●マネジメント
   スキルアップ研修
●メンター育成研修
●新入社員研修

●マネジメント ●ヒューマンスキル 
●テクニカルスキル ●コンセプチュアルスキル 
●通信教育

●ワークショップ

●語学研修 
●海外派遣研修

●コンプライアンス・人権・メンタルヘルス

●国内・海外留学 講習会（各本部）

●部門別専門研修部門別
専門研修

外部派遣

特別研修

国際化
対応研修

必修

選抜

選抜/
必修

選抜/
必修

必修/
選抜

選抜

管理職 一般職

組織開発

スキル
アップ
研修

キャリア
開発

【研修体系】
【正規社員数】
（単位：名）

864

213

854

212

825

203 = 男性

= 女性
2006 2007 2008

19.1

19.7

（単位：年）

2006 2007 2008

18.9

18.7

19.9

18.8

18.6

【平均勤続年数】 【障害者雇用率】

1.75

1.68

（単位：％）

（年度）

（年度） （年度）2006

1.8

1.7

1.6

0
2007 2008

1.79

=男性 =女性 =全体

19.0

20

19

0

1,000

800

600

400

200

0

社 員とのかかわり
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　当社では、全社安全衛生基本方針のもと、各事
業所で全社員参加の安全衛生諸活動を推進してい
ます。これらの取り組みにより、2007年７月には
いわき工場が厚生労働大臣奨励賞を、2009年3
月には西東京事業所が東京労働局長奨励賞を受賞
しました。
　また、社員のメンタルヘルス対策として、社内講
習会やメンタルヘルス専門医との嘱託契約を行っ
ています。さらに、社員や地域住民の不慮の事故の
際に一般市民が使用できる医療機器・AED（自動
体外式除細動器）を主要事業所に設置し、使用方
法の講習会を実施しています。なお、川崎事業所
では2007年10月、消防署の指導のもと25名の
市民救命士が誕生しました。

❶　職場環境の点検と安全教育等を徹底し、業務上災害
　並びに通勤途上災害ゼロを達成する。
❷　社有車による加害・被害・自損事故の合計事故件数の
　減少（年間80件以内）を目指し、さらに交通安全教育、
　情報提供等を強化する。
❸　心身両面にわたる健康保持を図るため、メンタルヘ
　ルス対策、生活習慣病の予防対策、健康診断有所見者
　のフォロー体制を強化する。

　当社では、あすか製薬労働組合との信頼関係を
重視し、各種労働協約を締結して社員の団結権・
団体交渉権・団体行動権を保障しています。労使
で多くの協議の場を持ち、対応することで社員の
権利を保障し、健全で良好な労使関係を維持推進
しています。

　ポタリング部（自転車で散歩）、A.S.T部（ASKA 
Sailing Team：ヨット）、野球部、釣り部、マーガレ
ット（ボランティア）、バレーボール部、サッカー部、
駅伝部、ゴルフ部などの厚生サークル活動を支援
しています。役員も社員と一緒にさわやかな汗を
流し、部門間コミュニケーションの向上や風通しの
よい社内風土の構築につながっています。

　当社では、社員の福利厚生に関する各種制度の充
実を図っています。あすか製薬共済会による慶弔見
舞金の他、職場の活性化とコミュニケーション向上
のため、各事業所に事業所厚生費を割り当て、社員
の心と体の健康づくりを目的とした行事やサークル
活動などの支援を行っています。2008年度からは
部門間交流の一環として、京浜地区でのソフトボー
ル大会を実施しています。
　また、2008年度から功労表彰制度を拡充しまし
た。名称も「あすか賞」（社長表彰）、「つばさ賞」（本部
長表彰）とし、より親しみのある制度として2009
年7月に新制度第1回目の表彰を実施しました。

■ 労働安全衛生 あすか製薬 全社安全衛生基本方針

■ 良好な労使関係

■ サークル活動

■ 福利厚生・コミュニケーション

ソフトボール大会

ポタリング部

野球部

※度数率とは100万延実労働時間あたりの労働災害死傷者数を
　もって災害発生の頻度を表したもの

※強度率とは1,000延実労働時間あたりの労働損失日数をもって
　災害の重篤度を表したもの

0.00 0.00 0.00

1.02

1.90

1.09 1.12

1.83 1.80

2006 2007 2008

【労働災害度数率】

【労働災害強度率】

2.5
2.0
1.5
1.0
0.5

0
（年度）

（年度）

0.00 0.00 0.00

0.11

0.12

0.10 0.10

0.11 0.11

2006 2007 2008

0.15

0.10
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　当社グループ全体で環境保全活動を組織的に推
進するため、2008年10月に環境基本理念のもと、
環境方針を策定し、具体的な環境目標を定め、そ
の目標の達成に向けて取り組んでいくための全社
環境管理体制を構築しました。
　運営にあたっては、環境管理規程に基づき法務
広報担当執行役員を環境管理責任者とする全社環
境管理会議を設置し、当社の環境管理に関する中
期環境計画や年度目標の設定と目標達成に向けた
環境保全活動の進捗状況の確認、検討などのため、
必要に応じて年数回の会議を行っています。
　また、全社環境管理会議の下部組織であるいわ
き工場、川崎事業所、西東京事業所、本社・支店・
営業所は各総務部
長、法務広報部長
が事業所環境管理
責任者として各サ
イトを統 括し、環
境保全活動に取り
組んでいます。

　各事業所・工場において、環境法令、自治体との
公害防止協定は遵守されています。いわき工場に
おいては、環境マネジメントシステムの要求事項に
のっとり、「法規制監視状況」の監視を実施してお
り、法規制遵守報告書に記録しています。また、川
崎事業所においては監査委員による年1回の監査
を実施しています。

　いわき工場では、2008年3月にISO14001の認
証を取得しました。認証取得後の１年間の活動を
評価する定期審査が、2009年1月の2日間で行わ
れました。これは、活動と環境マネジメントシステ
ム（規定等文書類）とが適合しているかを審査す
るもので、受審責任者へのトップインタビューの後、
全活動チームのうちから２チームをピックアップし
て、その活動の確認が行われました。審査の結果
は問題なしとの評価を受け、無事登録継続となり
ました。

■ 環境管理体制

■ 環境に関する法令遵守

■ 環境マネジメントシステムの
　 構築・運用

事業所環境管理責任者

西東京事業所
（研究所・工場）

いわき工場 川崎事業所
（研究所）

本社
支店・営業所

全社環境管理会議

経営会議

社　長

環境管理責任者
担当取締役（執行役員）

法務広報部
（事務局）

【あすか製薬環境管理体制】

環 境マネジメント

グループ全体で環境経営を積極的、かつ効率的に実践するために、

環境管理体制を構築し、継続的な改善に向けた運営を進めます。

いわき工場では環境マネジメントシステムISO14001の認証を取得しました。

全社環境管理会議

いわき工場環 境マネジメントシステム審査 登録証・附属書
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　あすか製薬は「先端の創薬を通じて人々の健康と明日の医療に貢献する」との経営理念のも

と、社会に貢献し信頼される会社として、環境問題への取り組みを当然の使命と受け止め、すべ

ての事業活動を対象に環境の保護と環境負荷の継続的低減に努めます。

あすか製薬環境基本理念

あすか製薬環境基本方針

環境マネジメント体制を確立する
私たちは環境マネジメントシステムを構
築・運用し、目的・目標を定め、環境保全
活動の推進と継続的な改善に努めます。

環境法規制および当社が
同意したその他要求事項を
遵守する
私たちは当社に適用される環境に関す
る法律、規制及び当社が同意したその他
の要求事項全てを遵守します。

研究・開発、生産、営業など
事業活動の環境負荷の
継続的低減に努める
私たちは全ての事業活動において省資
源、廃棄物等の削減・再利用の促進およ
び大気汚染・水質汚濁・化学物質等の排
出抑制に取り組み、社会に対する環境負
荷の継続的低減に努めます。

環境に配慮した施設計画、
技術・製品開発を行う
私たちは環境に配慮し環境負荷の少な
い施設計画、技術・製品開発に努めます。

企業市民として
環境コミュニケーションの
向上に努める
私たちは積極的に地域の環境活動に参
加・支援し、良き企業市民として社会の
環境保全に貢献します。

従業員への環境教育、
啓発に努める
私たちは環境保全に関する教育・啓発活
動を通して、全従業員の環境に対する理
解と意識の向上を図ります。

1.

2.

3.

4.

5.

6.

2008年10月

あすか製薬株式会社

代表取締役社長

2008年10月、あすか製薬における環境配慮の考え方を示す、

環境基本理念を制定しました。

また、具体的な取り組みの指針として環境基本方針を定めています。

環 境基 本 理 念・環 境基 本 方 針
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あすか製薬では、2010年度までの中期環境目標を設定しています。

進捗状況の確認と年度ごとの評価を通じて

環境経営の確実な推進と継続的改善に努めています。

環境管理責任者
常務執行役員

横 山  義 葊

　環境の世紀といわれる21世紀、環境保全は経営の重要な指針のひとつとなっています。
当社においても、主力のいわき工場が2008年3月にISO14001の認証を取得しました。
　また、生産拠点統合を決定し西東京工場をいわき工場に統合するとともに、いわき工場
の製造・倉庫棟の新築を行い、環境保全への取り組みを徹底し2010年4月の生産稼動を
目指しています。
　地球温暖化防止に向けたCO2排出量削減の取り組みに関しても、ボイラーの燃料転換や
低公害車の順次導入が挙げられますが、こまめな消灯、クールビズ・ウォームビズの実施、
節水やエコドライブ励行や製造現場での省エネのための小さな改善・工夫の積み重ねが環
境負荷低減に貢献します。基本的なことではありますが、環境保全の遂行は会社と社員が
ともに考え一丸となって行動する姿勢こそ不可欠と考えています。

環境保全の遂行は全社一丸となって

環 境目標・実 績

【あすか製薬 中期環境目標】　　　　　 

主要課題 目標 進捗状況 評価
達成予定年度

2008 2009 2010

◎

◎

◎

○

○

◎

○

○

○

○

○

◎=目標達成  ○=順調に推移  △=やや遅れ =目標達成 =継続

◎

◎

◎

◎

◎

△

△

みなと環境にやさしい事業者会議参加（本社）、環境美化運動・
市民総ぐるみ運動参加（いわき工場）、環境美化参加（川崎事業所）

廃棄物の削減

化学物質の管理

省エネルギー・
地球温暖化対策

環境マネジメント
システムの
構築・運用

○化学物質（ＰＲＴＲ物質）の
　大気排出量の削減

いわき工場環境方針に沿い、化学物質の適正管理を実施（いわき工場）

現行管理体制の見直しと具体的排出削減活動を課題とする
（西東京事業所）

化学物質適正管理委員会での活動実施（川崎事業所）

環境教育の実施

地域社会との
コミュニケーション

○地域の環境活動への
　積極的な参加

あすかグループ全社員を対象に環境管理教育実施

管理職対象に環境保全推進委員会実施
子会社含部長・ＧＭ以上を対象に省エネ推進説明会実施

一般、自覚、内部監査委員養成、公的資格者養成等関連教育実施中

廃棄物リサイクル率は64％（前年度比100.8％）、
廃棄物最終処分量は約3.3ｔ（前年度比116％）

発生量168.8ｔ、最終処分率3.9％、リサイクル率63.3％
外部最終埋め立て量前年度比29.2％減

いわき工場全体での廃棄物削減＆リサイクルは各グループとも
目標値、達成度とも100％

前年度比CO2排出量0.3%減（17t減）

前年度比CO2排出量5.9%減（156t減）

グリーン購入の推進（事務用品：95％以上グリーン購入法の適合製品）

環境保全推進委員会規程を制定
環境保全委員会を設置し、委員会を開催

2008年3月認証取得、2009年3月登録継続（定期審査）

環境管理規程・あすか製薬環境基本方針の制定、あすか製薬
環境管理体制の確立、環境推進準備会、全社環境管理会議開催

環境委員会発足

○全社員対象に環境教育の実施

○環境関係委員会による教育
　（川崎事業所）

○環境管理マニュアルに則した
　環境訓練ニーズの実施（いわき工場）

○廃棄物リサイクル率の向上、
　最終処分量の削減（西東京事業所）

○廃棄物リサイクル率の向上、
　最終処分量の削減（川崎事業所）

省エネ推進委員会開催（6回）、夏冬の省エネ月間設定と省エネ
パトロール実施、省エネ推進説明会開催（子会社を含む部長 GM)

◎前年度比：原油換算10.2％減、原単位8.3％減　
　CO2排出量11.2%減（496t減) 

○全社環境管理体制の構築

○ISO14001認証取得（いわき工場）

○環境マネジメントシステムの
　整備・運用（川崎事業所）

○環境マネジメントシステムの
　整備・運用（西東京事業所）

○グリーン調達の運用（本社）

○2007年度のCO2排出量を基準と
　したエネルギー効率（事業所原単位）

　で毎年度平均１％削減
○2007年度のCO2排出量を基準と
　した毎年度の総量削減（川崎事業所）

○2007年度を基準として、年度毎の
　CO2排出総量の削減（西東京事業所）

○年度毎のCO2排出総量の削減
　（いわき工場）

○廃棄物の削減方法と具体案の検討
　（いわき工場）
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　当社では2008年10月1日に「環境宣言」を行
いました。同宣言に基づき、当社グループ全社員一
人ひとりが環境に対する理解を深め、環境に配慮
した責任ある行動が取れるよう、企業活動の基本
とも言うべきCSR（企業の社会的責任）、地球温
暖化などの環境問題についての全社教育を行いま
した。研修は2008年12月から2009年3月にお
よぶもので、本社（２回実施）、川崎事業所、いわ
き工場、西東京事業所以外の支店（営業所）は移
動に伴う環境負荷を考慮し、ウェブ会議システムで
23回実施しました。
　題名は「環境問題とCSR」、内容は環境問題の
現状と企業が取り組むべき活動を紹介するもので、
法務広報部で作成したスライド（約１時間）を使用
しました。

　いわき工場では、「緊急事態への準備および対
応」として、防油堤や地下タンク漏洩検査など、環
境に関する緊急事態の緩和手順を確立しています。
手順の有効性については年１回以上緊急事態対応
テストにより確認しており、テスト結果は環境記録
として保管されます。
　川崎事業所においても、災害などによりアセトン
蒸留棟が倒壊しアセトンを含む原液が流出した場
合を想定し、防油堤を設置しています。

　川崎事業所では早朝に練習する野球チームへの
グランド貸し出しを行っていましたが、2008年7
月、匿名にて歓声がうるさいとのクレームがあった
ため同月より早朝野球へのグランド貸し出しを中
止しています。なお、環境問題に関連した訴訟など
はありませんでした。

■ 環境教育・啓発活動

■ 緊急時対応

■ 苦情への対応

環境活動のレベル向上のため、

全社員を対象に環境教育・啓発を実施しています。

また、環境に関する緊急事態に適切に対応するための体制を整えています。

全社環境研修

環境教育ウェブ会議

地下タンクの重油漏洩点検（いわき工場）　　

地上タンクの重油漏洩点検（いわき工場）

環 境 教 育・啓発
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総エネルギー投入量

（原油換算）

本報告書の掲載頁2008年度2007年度2006年度

6,221kℓ

1,589万kWh

1,377kℓ

1,228kℓ

44千m3

188千m3

0.7t

11.0t

12,750t-CO2

20.6t

28t

180千m3

30,301百万円

51,982百万円

6,319kℓ

1,618万kWh

1,324kℓ

1,307kℓ

48千m3

176千m3

0.8t

12.8t

13,575t-CO2

22.3t

10t

168千m3

30,170百万円

50,417百万円

6,037kℓ

1,573万kWh

1,184kℓ

1,263kℓ

44千m3

134千m3

1.1t

9.5t

12.908t-CO2

15.8t

9 t

128千m3

30,422百万円

50,801百万円

P.29

P.29

P.29

P.29

P.29

P.29

P.32

P.32

P.29・30

P.32

P.33

P.29

P.4

－

電気

灯油

A重油

都市ガス

水資源投入量

クロロホルム取扱量

ジクロロメタン取扱量

温室効果ガス排出量

化学物質の排出量

廃棄物最終処分量

総排水量

売上高（連結）

総資産（連結）

【主要な環境パフォーマンス指標の推移】　　　　　 

○報告対象組織

　環境パフォーマンス指標のデータ集計範囲はあすか製薬株式会社（本社、川崎事業所、いわき工場、西東京事
業所）および株式会社あすか製薬メディカルであり、支店・営業所は含まれていません。

■ 環境経営の主要な指標などの推移

あすか製薬の発足以来の環境経営の取り組み状況をお伝えするため、

主要な環境パフォーマンス指標の推移を示します。

主要な 環 境 パフォーマンス指 標の 推 移
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研究開発、生産、オフィス業務など事業活動の各段階で

エネルギー・水・物質の流れを把握し環境負荷の削減に努めます。

あすか製薬株式会社（本社、川崎事業所、いわき工場、西東京事業所）　　　
および株式会社あすか製薬メディカル
物流、営業車両などの燃料は集計対象外としています。
BOD・CODについては、下水道法の適用事業所は集計対象外、
NOx・SOxについては、大気汚染防止法の特定事業所のみ集計しています。

I N P U T O U T P U T

●

●

●

● 包装資材
  212 t

市水使用量

72千m3

工業用水使用量

62千m3

電気
1,573万kWh

灯油
1,184kℓ

A重油
1,263kℓ

都市ガス
44千m3

総エネルギー投入量
（原油換算）

6,037kℓ

物質投入量
● CO2
  12 ,908t-CO2
● SOx
  0 .007t
● NOx
  0 .585t

大気への排出

● 総排水量
  128千m3

● BOD
  0.147t
● COD
  0.310ｔ

水域への排出

● 廃棄物排出量
  351t
● 最終処分量
  9t

廃棄物

エネルギー投入量

水資源投入量

生産

オフィス活動

研究開発

＊1

＊2

＊3

＊4

エネルギーと物 質の流れ

パフォーマンスデータ集計範囲：

集計対象期間：2008年4月1日〜2009年3月31日

＊1  SOx：硫黄硫化剤の総称　＊2  NOx：窒素酸化物の総称　

＊3  BOD：水中の有機物を微生物が分解するときに要する酸素の量で、主に河川に放流する排水の有機汚濁指標

＊4  COD：水中の有機物を酸化剤で化学的に分解するときに要する酸素の量で、主に海域および湖沼の有機汚濁指標
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地球温暖化防止は環境保全の最も重要なテーマの一つです。

あすか製薬では、全社で設備改善や省エネ行動の定着を進め

温室効果ガスの排出削減に取り組んでいます。

　当社では、CO2削減基準年度をすべてのデータが揃っている1997
年度としています。1997年度の3事業所（川崎、いわき、西東京）の
CO2排出量の合計は10,186ｔ-CO2でした。当社の3事業所の2008
年度のCO2排出量は12,289t-CO2であり、2007年度と比べて
670t-CO2（5.2%）の減少でした。
　今後は、更新時の省エネルギー設備の採用、全社での省エネルギー
活動を中心に努力していきます。

■ 温室効果ガス排出量削減

2 0 0 8 年 度 の 主 な 取り組 み

　地球温暖化防止のため2003年より実施されている

「ブラックイルミネーション」は、特定の日に夜間点灯

施設での消灯を呼びかけるイベントです。2008年度も

本社、川崎事業所、いわき工場が参加し、7月7日午後

8～10時までの2時間、社屋や外部に面した看板の照明

を一斉に消灯しました。

ライトダウン キャンペーン「ブラックイルミネーション20 08」に参 加

10,186

2006 2007 2008

【CO2排出量】
（単位：t-CO2）

（年度）
（基準年度）

12,191 12,959

1997

12,289
15,000

10,000

5,000

1,000

0

集計範囲：川崎事業所、いわき工場、西東京事業所

点灯時 消灯時

地 球 温暖 化防止

蒸気配管の不要部分撤去や継
手類への保温材取付け、省エネ
型スチームトラップ採用、ボイ
ラーの廃熱回収などにより、灯
油使用量を2007年度比15%、
145,600ℓ削減しました。

未使用機器、電灯の電源OFF推進のほ
か、空調温度設定（冷房は28℃）を励
行しています。それに伴うクールビズの
一環として男性社員のノーネクタイ化を
6～9月の4ヶ月間実施しています。

● 川崎事業所

3月に完成した第3製剤棟は、
人感センサー付照明、一定室圧
で夜間風量を自動的に下げる
空調、エネルギー効率の良い水
冷式冷凍機などの省エネ設備
を取り入れました。

● いわき工場

● 本社・営業所

2008年度は、使用しない部屋の
空調停止、消灯などの徹底を図り
ました。

● 西東京事業所

ノーネクタイ運動の推進省エネ型スチームトラップ

人感センサー付照明スイッチ 不要照明の消灯
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　2008年度の全社水使用量は133,839㎥で前
年度に比較し23.8％、2年前に比較して29.0％減
少しました。これは全社的な削減策の成果ともいえ
ますが、川崎事業所においては原薬の製造が減少
したことにより、前年度比62.8％減となった事が
大きな要因です。

　水質汚濁防止法が適用されているいわき工場に
おいては、事業活動で生じた排水は排水処理場で
法令・条例に基づいた適正な処理を行い、河川な
どの公共水域に排出しています。毎日の水質監視、
週1回の水質分析、月1回のいわき市環境監視セン
ターの検査が実施されていますが、問題なく基準
値をクリアしています。

■ 水使用量・排出量の削減

■ 水質汚濁防止

清浄な大気や水は製薬事業の重要な資源です。

関連法令の遵守はもとより、

水使用量の削減や大気・水域への環境負荷物質の低減に取り組んでいます。

　灯油、重油を燃料とするボイラーの燃焼で発生
した排気ガスについては年2回、法令・条例に基づ
きNOx、SOx、ばいじん濃度を測定しており、すべ
て基準値を下回っています。またアセトンなどの
VOC（揮発性有機化合物）は主に溶媒として適切
に使用されています。
　またアスベストに関しては、川崎事業所で発生し
たアスベスト含有廃棄物約30㎏を、飛散すること
のないよう密封・保管しています。2009年7月に
外部専門処理施設への委託処分を行いました。

■ 大気汚染物質の排出削減

排水処理施設（いわき工場）

【水使用量】
（単位：m3）

（年度）

= 西東京 = 本社

= 川崎= いわき

2006 2007 2008

2006 2007 2008

合計 188,492 合計 175,591

合計 133,839

【水質汚濁負荷量】

集計範囲：水質汚濁防止法適応工場（いわき工場）

= BOD = COD

【大気への排出量】
= NOｘ =SＯx

95,887

66,241

20,284

6,082

78,304

68,756

21,902

6,629

83,009

25,549

237

526

98

360

147

310

18,904

6,377

200,000

150,000

100,000

50,000

0

（単位：kg）

（単位：kg）

2006 2007 2008

11.9 14.2
6.5

800

600

400

20

0

0

200

400

600

800

1,000

703

513
585

（年度）

（年度）

集計範囲：川崎事業所、いわき工場、西東京事業所

大 気・水資 源保 護
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　PRTR法対象物質については、代替物質の選定および使用量削減に関して検討を行っています。

■ PRTR法への対応

製薬事業においては、様々な化学物質を扱います。

化学物質の適正管理と有害化学物質の排出量削減は

環境保全と安全衛生の両側面における重要な課題と捉えて対応しています。

　当社では医薬品の製造工程や研究開発におい
て多くの化学物質を使用しています。研究所、工
場においては化学物質適正管理委員会などを設置
し、現状にあった管理規定や管理規則の改訂や管
理体制の見直しを行い、使用するすべての化学物
質について、安全性や環境影響などを考慮した取
り扱い基準の制定や化学物質の具体的な排出削
減活動を行っています。

　各事業所、工場において、現在保管・管理されて
いるPCB廃棄物は、高圧コンデンサ8台、高圧油
入遮断機1台、蛍光灯安定器3台であり、既に外部
専門処理施設へ委託処分を依頼しています。また
2008年度は、川崎事業所において川崎市環境局
の立ち入り調査がありましたが、管理状況は万全
であるとの評価を受けました。

■ 化学物質適正管理

■ PCBの適正管理

PCB含有高圧コンデンサの適正管理（川崎事業所）

【主要な化学物質の取扱量】
（単位：t） = クロロホルム = ジクロロメタン

2006 2007 2008

11.0

12.8

9.5

0.7 0.8 1.1

14

12

10

8

6

4

2

0
（年度）

集計範囲：川崎事業所、いわき工場、西東京事業所

（単位：kg）

9 67

222

972

0

2,56 5

77

3 3

9 9

4 5

23

9 9

0

6,9 4 8

4

3

7

1,012

3 ,3 07

1,071

0

9,513

81

3 6

10 6

1,157

212

676

0

3,0 47

135

40

140

0

0

16 8

0

9,73 8

0

10

22

1,157

3 ,3 3 3

8 4 4

0

12,78 5

135

50

162

1,0 6 3

6 9

577

40

3,3 8 3

10 4

15

21

39 8

2

13 4

0

7,6 0 0

0

4

5

1,461  

3 ,623  

711  

40  

10,9 8 3  

10 4  

19  

26  

アセトニトリル

キシレン

クロロホルム

N,N -ジクロロエタン

ジクロロメタン

N,N -ジメチルホルムアミド

トルエン

ホルムアルデヒド

取扱量 排出量

2006年度
物質名

2007年度 2008年度

移動量 取扱量 排出量 移動量 取扱量 排出量 移動量

【PRTR法対象物質の取扱量・排出量・移動量】

化 学 物 質 管 理
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　いわき工場では、産業廃棄物引渡し時、収集運搬業者または処分業者に対して産

業廃棄物管理票（マニフェスト）を交付しています。このマニフェストを管理し委託

した廃棄物の最終処分までの流れを常に把握することで法規制を遵守しています。

　今後も不法投棄を防止し、産業廃棄物が適切に処理されるよう管理します。

　循環型社会を形成するには、産業廃棄物の適正な管理
が不可欠です。当社では廃棄物の分別を推進しており、各
事業所ともに再資源化率の向上に努めています。
　川崎事業所は廃棄物の発生量の削減と再利用、再資源
化について独自の「川崎事業所廃棄物管理規則」を定め、
安全で適正な廃棄物処理を行っています。
　今後は全社で社員の環境保全意識の向上を図り、分別・
再資源化を継続的に推進します。また、外部委託している
産業廃棄物処理業者との情報交換や定期的な現場視察・
調査により、再資源化率の向上を図り、ゼロエミッションの
定義を確立するとともに具体的な施策の検討を行います。

■ 廃棄物削減・再資源化の方 針・目標

循環型社会の形成に向けて、

3R（リデュース、リユース、リサイクル）の観点から、

廃棄物削減・再資源化率の向上に取り組んでいます。

産 業 廃 棄 物 管 理 表（マニフェスト）の適正管 理について

いわき工場総務部
鈴 木 飛 摩

2 0 0 8 年 度 の 主 な 取り組 み

環境マネジメントシステムのもと、環
境方針と整合を取りながら紙類・ダン
ボールなどの再利用・再資源化と産業
廃棄物の削減を目的3年、目標1年に
掲げて活動しています。

紙リサイクル用回収ボックス「エコペー
パーソート」を導入・活用したことにより、
紙の再資源化量が7.91t（対前年度比
62.2％改善）となりました。

各職場から排出される廃
棄 物を20種に分別集 積
し、うち7種をリサイクル
処理しています。

「ペットボトル」「ビン・カン」「燃え
ないゴミ」の分別徹底の他、ボランテ
ィアサークルマーガレットが中心とな
り、ペットボトルキャップを集めて世
界の子供たちにワクチンを送る活動
に参加しています。

● いわき工場

● 川崎事業所

● 西東京事業所

● 本社・営業所

【廃棄物排出量・最終処分量】

（単位：t） （単位：％）

（年度）2006 2007 2008

410 405

10

351

9
28

= 最終処分量（埋立処分）

= 最終処分量／排出量（％）

= 排出量（外部委託処分量）

450
400
350
300
250
200
150
100

50
0

8

6

4

2

0

6.8％

2.5％ 2.6％

シュレッダー屑の計量・回収 廃棄物の分別集積

ボトルキャップ回収エコペーパーソート

廃 棄 物削減・再資 源化
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　オフィスにおける環境負荷低減のため、本社にお
いて「ノーネクタイ運動」を実施している他、昼休
みや退社時のフロア・トイレの消灯の徹底、上下階
への移動は極力階段を使用するなど、細やかな節
電に努めています。
　OA用紙、インクの節減に関しては両面コピーの
活用、必要の無いカラーコピーの禁止を励行して
います。
　また、2008年度の法務広報部による支店・営
業所の環境管理教育は移動に伴う環境負荷を考慮
しウェブ会議にて行いました。

　当社は地球温暖化防止への取り組みの一環とし
てチーム・マイナス６％に協力しています。ウェブ会
議システムを使用した2008年度環境教育におい
ても営業車のCO2排出削減を目的に、「ふんわりア
クセル、アイドリングストップ、エアコンの使用を
控えめに、暖気運転は適切に、タイヤの空気圧はこ
まめにチェック」の励行を促し、エコドライブを推
進しています。

　川崎事業所では省エネ推進のため、小さな工
夫・改善を繰り返し、効率的な蒸気供給・空調・照
明管理を行っています。また、クールビズ・ウォーム
ビズに合わせ夏・冬に省エネ月間を設定し、省エネ
パトロールによって各部署の取り組みを小まめに
チェックしています。その結果、毎月の電気・ボイラ
ーの灯油使用量ともに前年度および前々年度を下
回りました。また活動の「見える化」の一環として、
事業所構内の掲示板に当年度のエネルギー管理方
針や省エネ目標・月別の活動予定・エネルギー使用
実績や省エネの成果などを掲載しています。

　グリーン購入の推進については、①物品を購入す
る際に必要性を十分考え、できる限り数量を削減
する②購入物品は環境配慮品を、環境負荷低減に
努めている事業者より優先的に購入するとの方針
により2008年度の本社の事務消耗品のグリーン
購入率は約95％になりました。

■ オフィスにおける環境負荷低減

■ エコドライブの推進

■ 川崎事業所における
　 省エネ推進活動

■ グリーン購入

オフィス部門での環境負荷低減に向けて

省エネルギー、廃棄物の排出抑制、グリーン購入などに

全社員が取り組んでいます。

プリンター使用時の環境配慮呼びかけ

グリーン購入対象事務消耗品

省エネルギーニュース

オフィスにおける環 境配 慮
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この報告書は、適切に管理された森林からの
原料を含む「FSC認証紙」を使用しています。

●表紙の写真
  世界自然遺産に登録された知床半島西海岸


